農地法第４条、５条及び計画変更必要書類一覧（農地の転用手続）

必要書類は全て1部ご用意ください
	番号
	必　要　書　類
	備考

	１
	農地法第４・５条許可申請書
	

	２
	土地登記事項証明書（法務局より交付を受ける。インターネット情報不可）
	原本

	３
	公図の写し（法務局発行のもの）

（申請地を赤色で囲む。隣地の地目・所有者を記入）
	原本

	４
	位置図（付属の1／25,000町図に、申請場所を赤字で「申請地」と記入）
	

	５
	付近見取図（住宅地図等に、申請場所を赤字で「申請地」と記入）
	

	６
	施設（建物等）の平面図（最終建築設計図）
	

	７
	施設（建物等）の立面図（建築物の高さを記入）
	

	８
	施設（建物等）の配置図

（等縮尺により建物等の配置、隣接農地からの距離を記入。）　　　　　　 　　　　

雨水・生活排水先を表示。排水先となる水路、利用する道路を図面に表示
	

	９
	預金残高証明書（自己資金の場合。金融機関発行のもの）
	原本

	１０
	借入金融資証明書（借入金の場合。金融機関発行のもので期限内。）
	原本

	１１
	地区代表者、水利管理者等の同意書
	

	１２
	農業委員調査報告書（担当農業委員の署名捺印を得る）
	


	１３
	土地改良区意見書（竜西一貫水路受益地の場合：別紙地図参照）
	

	１４
	住民票（土地登記事項証明書の所有者住所が現住所と違う場合、転用者が町外者の場合）
	原本

	１５
	抵当権者・仮登記権者等同意書

（抵当権・仮登記等が設定されている場合）
	

	１６
	事業計画書（太陽光発電施設、貸施設、山林転用の場合）
	

	１７
	農地転用申請における確約書
	

	
	
	


各事業についての添付書類は、次のページをご覧ください。

以下に該当する場合は表面書類のほか次の書類が必要です。

○転用者が法人の場合（表面の書類の他）

１．法人登記事項証明書（履歴事項証明書）※法務局より交付を受ける　　　１通

２．法人の定款（奥書証明必要）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通

３．事業計画書（事業内容を明確に記載したもの）　　　　　　　　　　１通

４．事業に関する予算計画書（調達方法、金額、使途内訳等）　　　　　１通

○建売住宅の場合（表面の書類の他）
１．過去の販売実績一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通

　（地番・転用許可日・棟数・面積・販売完了（未完了）の状態）

２．宅地建物取引業者免許証写　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通

○太陽光発電施設の場合

１．太陽光パネル、関連設備の配置図　　　　　　　　　　　　　　　　１通

２．発電量・収支計画書
３．再生可能エネルギー発電設備を用いた発電の認定通知　　　　　　　１通
４．電力受給契約申込書の写し（電力会社の受付印が押されたもの）　　１通
　　※インターネットで申し込んだ場合は、申込み情報詳細（受付番号のあるもの）
○一時転用の場合（表面の書類の他）
１．農地への復元計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通

□農地法４・５条の主な許可基準

農地法第４・５条に基づく許可を受けるためには、次のすべてを満たす必要があります。

　（農業振興地域内の農用地、第１種農地である場合には、原則として農地転用できません）

・申請に係る用途に使うことが確実と認められること。

　　農地転用を行うにあたり必要な資力及び信用があること。

　　申請面積が、事業の目的から見て適正であること。

　　許可を受けた後、遅滞なく、申請に係る用途に使用する見込みがあること。

・周辺の農地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがないこと。

　　土砂の流出又は崩壊等の災害を発生させるおそれがないこと。

　　周辺の農地における日照、通風等に支障を及ぼすおそれがないこと。

　　農業用用排水等の農業用施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないこと。

・仮設工作物の設置その他の一時的な利用のために農地を転用する場合には、利用後に耕作の目的に供されることが確実と認められること。一時転用は、３年以内の農地転用の利用となります
裏面があります








